
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク 

株式会社ニコン 

2023 年 9 月 

 

 



 

1 

 

目次 

1. はじめに ............................................................................................................................................. 2 

1.1 本フレームワークが参照する原則およびガイドライン ........................................................................... 2 

1.2 会社概要 ............................................................................................................................................ 3 

1.3 企業理念/経営ビジョン ....................................................................................................................... 6 

1.4 2030年のありたい姿 「人と機械が共創する社会の中心企業」 ........................................................... 7 

1.5 ニコンのサステナビリティ ..................................................................................................................... 8 

1.6 サステナビリティ推進体制 ................................................................................................................... 9 

1.7 マテリアリティ .................................................................................................................................... 10 

1.7.1 マテリアリティに対する目標 ....................................................................................................... 10 

1.8 環境戦略 .......................................................................................................................................... 11 

1.8.1 ニコン環境長期ビジョン .............................................................................................................. 12 

1.8.2 ニコン環境長期ビジョンとニコン環境中期目標 ........................................................................... 12 

1.8.3 サプライチェーンにおける温室効果ガス削減 .............................................................................. 14 

2. サステナビリティ・リンク・ボンド原則等に基づく開示事項 ................................................................... 15 

2.1 KPIの選定 ....................................................................................................................................... 15 

2.2 SPTの設定 ...................................................................................................................................... 15 

2.3 債券／ローンの特性 ......................................................................................................................... 16 

2.4 レポーティング .................................................................................................................................. 17 

2.5 検証 ................................................................................................................................................. 17 

 

  



 

2 

1. はじめに 

株式会社ニコン（以下、「ニコン」）は、100 年を超える歴史において、光利用技術や精密技術の向上に努め、

顕微鏡やカメラを製造し、さまざまな分野における研究や写真文化の普及など「“人”が“機械”を用いて新しい世

界を開拓する」ことに貢献してきました。また、半導体や FPD の製造に不可欠な露光装置を提供し、デジタル社

会を進展させ、「“人”に新たな体験を提供し、その可能性を広げること」を支えてきました。 

ニコンは、企業理念である「信頼と創造」に基づき、事業が環境・社会に与える影響を常に評価・改善し続ける

ことで社会の期待に「信頼」で応えるとともに、今後はより積極的に事業を通して環境・社会課題の解決や SDGs

達成に貢献する価値を「創造」していきます。 

この取り組みに対する資金を調達するため、ニコンは、サステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク

（以下、「本フレームワーク」）を策定しました。本フレームワークに基づいてサステナビリティ・リンク・ファイナンス

を実行し、その調達資金を活用して、「脱炭素」「資源循環」「安全・労働環境」「健康」「心の豊かさ」に貢献し、持

続可能な社会の実現をめざします。 

 

1.1 本フレームワークが参照する原則およびガイドライン 

本フレームワークでは、以下の原則およびガイドライン等において推奨される主要な要素への対応を示してい

ます。 

・ ICMA1サステナビリティ・リンク・ボンド原則 2023 

・ 環境省サステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン 2022年版 

・ 環境省サステナビリティ・リンク・ローンガイドライン 2022年版 

・ LMA2、APLMA3、LSTA4サステナビリティ・リンク・ローン原則 2023 

 

なお、本フレームワークは、独立した外部機関である株式会社格付投資情報センターより、上記原則およびガ

イドライン等との適合性に関するセカンドオピニオンを取得しています。 

  

                                                      
1 ICMA：国際資本市場協会（International Capital Market Association：ICMA） 
2 LMA：ローン・マーケット・アソシエーション 
3 APLMA：アジア太平洋ローン・マーケット・アソシエーション 
4 LSTA：ローン・シンジケーション＆トレーディング・アソシエーション 



 

3 

1.2 会社概要 

ニコングループは、ニコンおよび連結子会社 80社並びに持分法を適用した関連会社および共同支配企業 12

社より構成されており、映像事業、精機事業、ヘルスケア事業、コンポーネント事業、デジタルマニュファクチャリ

ング事業等を行っております。 

 

 

ニコンは、映像事業を通じて人々に楽しさや感動を提供しています。多彩な映像表現を可能にするニコンのカ

メラは、プロフェッショナルフォトグラファーや映像クリエイターから、初めてカメラを使う方まで、さまざまなユーザ

ーの期待に応えるモデルを展開。また、静止画や動画の閲覧・編集がシームレスに行える「NX Studio」や複数

台のカメラを連動させてリモート撮影を行える「NX Field」など、多様なユーザーのニーズに応える幅広いソフトウ

ェアも提供。さらに、ニコンの光学技術を結集した超広視界双眼鏡からフィールドスコープ、ルーペ、ゴルフ用レ

ーザー距離計までをラインナップ。そのほか、世界最大規模の写真・動画コンテスト「ニコンフォトコンテスト」の主

催など、映像から広がるあらゆる楽しさや感動を世界中に発信し、映像文化の発展に貢献しています。 

 

 

 

IoT、AI、ロボット、ICT などを活用した暮らしや働き方の質の向上が期待される超スマート社会。その実現に

欠かせないのが、液晶や有機 EL などのフラットパネルディスプレイ(FPD)と、半導体です。ニコンでは、それらの

回路パターンを光で焼き付ける露光装置の開発、設計、生産、販売、サービスを一貫して行っています。独自の

マルチレンズシステムを採用したテレビなどの大型パネル向けおよびスマートデバイスなどの中小型パネル向け
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FPD 露光装置、また、ナノメートル単位の精度で「史上最も精密な機械」と呼ばれ、高い生産性で微細化・高集

積化などのニーズに応える半導体露光装置。これらの提供を通じ、ニコンの精機事業は超スマート社会の実現

に貢献しています。 

 

 

 

約 100年もの歴史を持つ顕微鏡の技術で、さまざまな生命現象を可視化・解析し、バイオサイエンスの研究や

創薬分野の進歩に貢献する「ライフサイエンスソリューション」。独自の技術を搭載した眼科機器・システムで、 

眼疾患の早期発見や QOL の向上に貢献する「アイケアソリューション」。 再生医療用細胞や遺伝子治療用細

胞の受託開発・生産で、日本の再生医療の実用化や発展に貢献する「細胞受託生産ソリューション」。ヘルスケ

ア事業では、ニコンのコアテクノロジーである高度な光学技術と 画像処理・解析技術を駆使し、3 つのソリューシ

ョンを提供しています。人生 100年時代と言われる今、ニコンは誰もが健やかであり続けられる社会を願い、より

多くの人々の健康と幸福を支えます。 

 

 

 

デジタルソリューションズ事業、カスタムプロダクツ事業、ガラス事業の 3 事業を展開するコンポーネント事業。

デジタルソリューションズ事業では、光学コンポーネントや光学素材・部品、産業用ロボットの関節部分の回転角

を検出するエンコーダなど、ニコンのコア技術である「光利用技術」と「精密技術」を活用したソリューション提供型

のビジネスを多彩に展開しています。 
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宇宙に関わる最先端技術の開発をはじめ、EUV 関連コンポーネント、食品業界向け検査装置など、特注製品

の設計から製造までを行うカスタムプロダクツ事業、FPD フォトマスク基板を製造するガラス事業とともに、多彩

な事業を通じて社会や産業、科学技術の発展に貢献します。 

 

 

 

高精度な材料加工技術と計測・検査技術でものづくりを革新するデジタルマニュファクチャリング事業。

「Lasermeister」シリーズをはじめとする光加工機によって付加加工や除去加工など、さまざまな材料加工を高

精度かつ容易に。また、X線/CT検査装置、レーザーレーダ、画像測定システムといった計測・検査技術によっ

て製造プロセスの自動化に貢献し、業務効率の改善と製造品質の向上に寄与。これら製造業の幅広いニーズに

対応する技術で、デジタルマニュファクチャリングの価値と可能性を最大化する革新的ソリューションを生み出し

ます。 

 

（事業別売上収益構成比、地域別売上収益構成比） 
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1.3 企業理念/経営ビジョン 

ニコンの企業理念は、「信頼と創造」です。光利用技術と精密技術の可能性に挑みながら、お客さまや社会の

ニーズにお応えするイノベーティブな製品やソリューションを提供し、世界中の人々の豊かな毎日をサポートして

まいります。 
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1.4 2030年のありたい姿 「人と機械が共創する社会の中心企業」 

2030年の社会は、人々の価値観や人生観が変化し、気候変動や資源不足など社会環境が変わり、

Industry5.0到来などテクノロジーの革新も続くと予想しています。このようなメガシフトが起こるなか、人間が生

活のための“労働”を機械に任せ、より創造的な「自己実現のための仕事」と「価値を追求する消費」に注力できる

ようになるための「人と機械の共創」が進むものと考えています。 

ニコンには、ものづくりを革新するテクノロジーや高度なソリューションをグローバルに拡げる力・ブランド、そし

てステークホルダーからの支持といった 3つの強みがあります。これらを活かし、2030年の「人と機械が共創す

る社会」に新たな価値を提供し続けたいと考え、2030年のありたい姿を「人と機械が共創する社会の中心企業」

としました。 

ニコンは顧客の体験価値やイノベーション創出に寄り添うソリューションを提供し、人と機械がよりシームレス

に共創していく世界で人間の可能性を拡げ、 豊かでサステナブルな社会の実現に貢献していきます。 

 

未来の社会に向けたニコンの提供価値 

人の創造性がさらに引き出されたりサステナブルな環境づくりが促進されたり、人と機械が共創することで多

様な豊かさを感じられる。そんな社会が目の前に広がっています。 

ニコンはそこから新たな広がりを生むために、お客さまが求める本質を理解し未来起点による提案で社会に貢

献することが必要だと考えます。連綿と磨いてきた「超精密なテクノロジー」という強みを生かし、完成品だけでな

く、コンポーネントやサービスが一体となったソリューションを提供することで、人と機械が共創する社会の中心企

業を目指します。 
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1.5 ニコンのサステナビリティ 

ニコングループでは、企業理念である「信頼と創造」を事業活動の中で具現化することで、持続可能な社会に

貢献しつつ自社の持続的成長を図ることが、サステナビリティと考えています。 

この考えを主文とし、それを支える 4つの意志を「サステナビリティ方針」として取締役会で決定しました。 

この方針のもと、ニコングループでは、社会的責任に対する会社の基本姿勢と、それに基づき従業員がとるべ

き行動の規準を定めた「ニコン行動規範」を定めています。 

サステナビリティに関する目標は、マテリアリティ（重点課題）として定めた課題を中心として、事業による社会

的価値の「創造」に関することと、ステークホルダーや社会からの「信頼」を得るために必要なこととの両視点から

定めています。これらの目標は、事業と一体として取り組むことが重要なため、ニコンでは、中期経営計画や年

度計画の策定と併せて立案しています。また、2022 年 4 月に発表した中期経営計画では、「信頼」と「創造」の両

面から事業の中でマテリアリティに取り組むことをサステナビリティ戦略として、経営基盤のひとつに位置付けて

います。 
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1.6 サステナビリティ推進体制 

サステナビリティ方針を実効あるものにするため、ニコングループでは、サステナビリティ委員会を核として、サ

ステナビリティに関するマテリアリティ（重点課題）の特定、目標設定、進捗管理、評価、改善のプロセスを実施し

ています。 

サステナビリティ委員会は原則として年 2回開催しており、同時に専門家による講演や意見交換も行うことで、

各委員がグローバルな社会課題やその動向についての知見を高めています。 

サステナビリティ委員会の委員長は代表取締役 兼 社長執行役員、副委員長はサステナビリティ戦略部担当

役員、委員は経営委員会メンバーおよび全事業部長／本部長が任命されており、関係部門の部長などがオブザ

ーバーとして参加します。また、審議の内容は、最低年 1 回、取締役会に報告し、取締役会は活動の妥当性、有

効性やリスクについて管理・監督します。 
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1.7 マテリアリティ 

ニコングループでは、事業、環境、社会・労働、ガバナンスの 4分野において、12のマテリアリティ（重点課題）

を特定しています。それぞれの課題について、ありたい姿と戦略を掲げ、それに基づく目標と年度計画に取り組

むことで、グループ全体で 2030年を期限とする SDGs の達成に貢献することをめざします。 

 

1.7.1 マテリアリティに対する目標 

 

マテリアリティ 

（重要課題） 
ありたい姿 戦略 指標 目標 

①コア技術による

社会価値創造 

人と機械が共創する

社会の中心企業 

成長ドライバー、サ

ービス・コンポーネン

トの拡大 

成長ドライバーの連結営

業利益に占める比率 

2030年度：40%以上 

サービス・コンポーネント

の連結営業利益に占め

る比率 

2030年度：50％以上 

②信頼に応える品

質の維持・向上 

安全、環境、セキュリ

ティに配慮した競争

力のある製品・サー

ビスの提供 

品質マネジメントの

高度化と定着 

事業環境の変化に対応

した品質マネジメントシ

ステムの見直し計画の

達成度 

毎年度：100％ 

品質マネジメントシステ

ムの運用状況モニタリン

グ・改善計画の実施率 

毎年度：100％ 

品質に関する基本教育

の理解度（事業部、グル

ープ生産会社） 

2025年度：80％以上 

③脱炭素化の推進 2050年度までにサプ

ライチェーン全体の

カーボンニュートラル

を実現 

Scope1、2、3の削減

と再生可能エネルギ

ーの導入加速 

Scope1、2削減率 

（2013年度比） 

2030年度：71.4%1 

Scope3の3カテゴリ（「購

入した製品・サービス」

「輸送、配送（上流）」「販

売した製品の使用」）削

減率 

（2013年度比） 

2030年度：31% 

再生可能エネルギー導

入率 

2030年度：30% 

④資源循環の推進 サプライチェーン全

体における資源消費

の最小化と資源循環

利用の最大化 

資源消費量の削減と

廃棄物等の削減 

廃棄物総排出量削減率 

（2018年度比） 

2030年度：10%以上 

淡水消費量削減率 

（2018年度比） 

2030年度：5% 

製品へのリサイクル材

使用率 

2030年度：5%以上 

⑤汚染防止と生態系

への配慮 

サプライチェーンに

おける人の健康と生

態系への負の影響

ゼロ 

化学物質の適切な

使用と生態系への影

響・依存の低減 

製造プロセスにおける有

害化学物質の使用 

2030年度：使用ゼロ 

製品における有害化学

物質の含有 

2030年度：含有ゼロ 

FSC認証紙または再生

紙の比率（カタログ、取

扱説明書、梱包箱） 

2030年度：100% 

                                                      
1 サステナビリティ・リンク・ファイナンスにおける KPI・SPTの基準年度は 2018年度としておりますが、2030年度における温室効果ガス排出量

（絶対量）の目標は、基準年度を 2013年度とした弊社公表目標と同一です 
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⑥レジリエントなサプ

ライチェーンの構

築 

事業リスクや社会課

題に対し、常に健全

な状態が保たれたサ

ステナブルなサプラ

イチェーン 

サプライチェーンのリ

スクアセスメントと有

事に即応できる仕組

み構築 

人権デュー・ディリジェン

ス実施＊率（重要な調達

パートナー） 

＊改善完了 

2025年度：100％ 

サプライチェーンのBCP

体制把握＊ 

＊社数 

2025年度：100％ 

⑦人権の尊重 バリューチェーン全

体における人権リス

クの最小化 

ニコン人権方針によ

る人権啓発と人権デ

ュー・ディリジェンス

の実施 

人権方針浸透度 2030年度：100% 

RBA行動規範遵守率

（生産系事業所） 

2025年度：90%以上 

⑧ダイバーシティ、エ

クイティ＆インクル

ージョン 

多様性を受容し事業

活動に活かす企業

文化の実現 

ニコン  グローバル 

ダイバーシティ、エク

イティ＆インクルージ

ョン  ポリシーの浸

透、多様な人材が活

躍できる環境整備

と、DEIの事業活動

への展開 

DEIポリシー浸透度 2030年度：100% 

女性管理職比率（㈱ニコ

ン） 

2025年度：8.0％以

上 

⑨従業員の健康と安

全 

安全かつ快適な職場

環境下で一人ひとり

が心身の健康と豊か

さを実感しながら能

力を発揮 

ニコングループ健康

安全方針の浸透と健

康安全活動の実施 

定期健康診断有所見率

（㈱ニコン） 

毎年度：前回全国平

均＊以下 

＊厚生労働省公表の全

国平均値（製造業） 

業務起因性、業務遂行

性の高い労働災害件数 

2025年度：60件以下 

ストレスチェック高ストレ

ス者率（㈱ニコン） 

毎年度：前回全国平

均＊以下 

＊委託業者公表の全国

平均値 

⑩コンプライアンスの

徹底 

コンプライアンス違反

の発生ゼロ 

ニコン行動規範の浸

透 

コンプライアンス意識の

定着＊ 

＊意識調査による確認 

2025年度：95％以上 

内部通報制度の認知度
＊ 

＊意識調査による確認 

2025年度：95％以上 

⑪コーポレートガバ

ナンスの強化 

透明性・効率性が高

くステークホルダー

に信頼されるガバナ

ンス 

取締役会の実効性

評価の継続実施と多

様性向上 

取締役会の実効性評価

と重点課題対応 

毎年度：100％ 

取締役会のダイバーシ

ティ 

毎年度：ステークホル

ダーの要請に応える

取締役会構成の最

適化 

⑫リスクマネジメント

の強化 

重要リスクへの対策

が適切に講じられて

いる 

環境変化と経営戦略

に即した全社的リス

クマネジメント体制の

確立 

リスクアセスメントに基づ

く重要リスクの特定と施

策実施の進捗度 

毎年度：100％ 

 

1.8 環境戦略 

ニコングループでは、環境リスクや規制に積極的に対応していくため、2050 年度を見据えた「ニコン環境長期

ビジョン」を策定しています。このビジョンでは、世界の状況や、限りある資源を使用して製品を製造・販売してい

るというニコンの事業の性質から、特に重要と考えられる 3 つを柱として設定しています。「脱炭素社会の実現」

については、2050年度までにカーボンニュートラル達成をめざしています。これらの柱は、マテリアリティ（重点課

題）および 2030年度をターゲット年とした「ニコン環境中期目標」と連動しています。 
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1.8.1 ニコン環境長期ビジョン 

ニコングループは、「脱炭素社会の実現」「資源循環型

社会の実現」「健康で安全な社会の実現」をニコン環境長

期ビジョンとして位置付け、サステナブルな社会の構築に

貢献していきます。 

環境負荷低減につながる新規事業の創出やイノベーシ

ョンに取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

1.8.2 ニコン環境長期ビジョンとニコン環境中期目標 

ニコングループは、「ニコン環境長期ビジョン」に加え「ありたい姿」、「ニコンとして取り組むべきこと」、「ニコン

環境中期目標」を設定し、サステナブルな社会の構築に向けて取り組みを進めています。 

なお、サステナビリティ・リンク・ファイナンスにおける KPI・SPTの基準年度は 2018年度としておりますが、「ニ

コン環境中期目標」で公表している 2013 年度を基準年度とした温室効果ガス排出量の削減目標と絶対値目標

は同一です。 

 

 

ニコン環境 

長期ビジョン 

ターゲット年：2050年度 

ありたい姿 ニコンとして取り組むこと 
ニコン環境中期目標 

ターゲット年：2030年度 

 マテリアリティ 3 脱炭素化の推進 

脱炭素社会の実現 

2050年度までにサプライチ

ェーン全体のカーボンニュ

ートラルを実現 

 生産設備、プロセスを改善し、

脱炭素化を推進する 

 Scope1※1および Scope2※2における温室効果ガス排出量を 2013年度比

で 71.4%削減※3 

 

[中期経営計画（2022～2025年度）のサステナビリティ戦略における 2025年度目標] 

 Scope1および Scope2における温室効果ガス排出量を 2013年度比で 46.5%削減 

 エコオフィス化および多様なワ

ークスタイルを推進し、脱炭素

な働き方を実現する 

 再生可能エネルギーの導入を

加速する 

 再生可能エネルギー導入率 30%※3 

 

[中期経営計画（2022～2025年度）のサステナビリティ戦略における 2025年度目標] 

 再生可能エネルギー導入率 18%※3 

 製品ライフサイクルにおいて、

各プロセスでの環境影響を可視

化し、技術力を活かした環境に

関する新しい取り組みを行う 

 Scope3※4の「購入した製品･サービス」「輸送、配送（上流）」 「販売した製品

の使用」における温室効果ガス排出量を 2013年度比で 31%削減※3 

 貨物最小化、モーダルシフトな

どを進め、極小エネルギー輸送

体系を構築する 

 調達パートナーに対して、温室

効果ガス削減目標の策定と実

行を要請する 
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マテリアリティ 4 資源循環の推進 

資源循環型社会の 

実現 

サプライチェーン全体にお

ける資源消費の最小化と資

源循環利用の最大化 

 開発～製造プロセスの効率化

により、廃棄物を削減する 

 研磨剤の使用量を最小化する 

 すべての生産会社において下記ゼロエミッションレベル※5を達成 

日本：レベル S 

中国生産会社：レベル 1 

その他の拠点：個別に設定したレベル 

 廃棄物総排出量を 2018年度比で 10%以上削減 

 水の 3R（使用量削減/有効利用

/再利用）を推進する 
 淡水消費量※6を 2018年度比で 5%削減 

 製品の企画段階から環境への

影響を考慮し、製品ライフサイク

ル全体で 3R※7を推進する 

 製品の長寿命化、小型軽量化等による廃棄物削減 

 プラスチック包装材の使用量を 2022年度比 10％削減 

 製品、部品、材料、およびそれらの包装材の再利用推進 

 製品に 5％以上のリサイクル材使用 

 プラスチック包装材の 10%以上を再生プラスチックもしくは植物由来プラス

チックに変更 

マテリアリティ 5 汚染防止と生態系への配慮 

健康で安全な社会の

実現 

サプライチェーンにおける人

の健康と生態系への負の

影響ゼロ 

 各国・各地域の法令・規制など

を確実に遵守することはもとよ

り、 さらに厳しい自主基準に基

づいた管理によって化学物質を

適切に使用する 

 製造プロセスにおける有害化学物質※8使用ゼロ 

 製品の有害化学物質含有ゼロ※9 

 生態系の保全活動を実施する 

 生態系への影響・依存性を定量

的に把握し、最小化する 

 海洋プラスチック汚染防止に貢献する周辺環境の保全活動継続 

 製品カタログ：電子データまたは FSC認証紙 100％ 

 取扱説明書：電子データまたは FSC認証紙・再生紙（古紙 80％以上）

100％ 

 梱包箱：FSC認証紙または再生紙 100％ 

※1 Scope1 敷地内における燃料の使用などによる直接的な温室効果ガス排出のこと。 

※2 Scope2 購入した電気・熱の使用により発生する間接的な温室効果ガス排出のこと。 

※3 2022年度実績と今後の環境戦略を踏まえ、見直し検討中。 

※4 Scope3 サプライチェーンにおける事業活動に関する間接的な温室効果ガス排出のこと（Scope1, 2を除く）。 

※5 ゼロエミッションレベル ゼロエミッションとは国連大学が 1994年に提唱した、産業活動から排出される廃棄物などを、ほかの産業の資源として活用し、 

社会全体として廃棄物をゼロにするという考え方。 ニコングループでは、ゼロエミッションの定義にレベル別指標を導入している。ゼロエミッションレベル 1 とは 

最終（埋立）処分率 1%未満、レベル S とは最終（埋立）処分率 0.5%のこと。 

※6 淡水消費量 A～C 取水量の合計から D戻り水量を差し引いた値（A+B+C-D）。 

    A：地方自治体水道設備からの取水（水道水、工業用水など） B：地表水からの取水（湖沼、河川） C：地下水からの取水  

D：取水源と同等またはそれ以上の品質での戻り水（B,Cにのみ適用） 

※7 3R ここでは資源使用量または廃棄物のリデュース、製品や部品のリユース、リサイクルのこと。 

※8 有害化学物質 ここでは自主基準である有害化学物質ガイドラインで定めた禁止物質を指す。 

※9 含有ゼロ ここでの「含有」とは法令で定められた閾値以上を示す。 
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1.8.3 サプライチェーンにおける温室効果ガス削減 

ニコングループは、ニコン環境長期ビジョンのひとつである「脱炭素社会の実現」に関するニコン環境中期目標

として、温室効果ガス削減目標を設定しています。近年、気候変動の影響が顕在化し、社会の脱炭素化への動

きが加速していることから、2021 年 2 月、Scope1 および Scope2 における温室効果ガス削減目標を従来の

26%削減から 71.4％削減（2013 年度比）に改定しました。この目標は、同年 4 月に Science Based Targets

（SBT）イニシアチブにより「1.5℃」基準の認定を受けておりますが、今般、新基準に基づき基準年度を 2018 年

度に変更のうえ、申請中です。 

また、2021年 3月、国連グローバル・コンパクト、SBT イニシアチブ、We Mean Businessの 3者が主導する

「Business Ambition for 1.5℃」に賛同しました。これは、温暖化による世界の気温上昇を産業革命以前のレベ

ルから 1.5℃未満に抑え、2050 年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにするため、企業の科学的根拠に基

づいた温室効果ガス削減の目標設定を呼びかけるものです。今後、脱炭素化に向けた取り組みをさらに加速さ

せていきます。 
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2. サステナビリティ・リンク・ボンド原則等に基づく開示事項 

2.1 KPIの選定 

本フレームワークに基づき実行するサステナビリティ・リンク・ファイナンス（サステナビリティ・リンク・ボンド

（SLB）／サステナビリティ・リンク・ローン（SLL））については以下の KPI を使用します。 

KPI Scope1および Scope2における温室効果ガス排出量削減率 

 

KPI：Scope1および Scope2における温室効果ガス排出量削減率 

＜定義＞ 

2022 年度末時点における、ニコン、国内グループ会社、海外グループ会社を集計範囲1とし、GHG プロトコルに則

った方法で算出した Scope1および Scope2（マーケット基準）を合計した GHG排出量をもとに、2018年度2からの削

減率を算定。 

なお、集計範囲や基準年度の変更が発生した場合には、最新の情報をニコンウェブサイトにて公表します。 

 

＜実績＞ 

基準年度（2018年度）における Scope1 と Scope2における温室効果ガス合計排出量：233,131（t-CO2e） 

 2019年度 

 

2020年度 2021年度 2022年度 

Scope1 および Scope2 における

温室効果ガス合計排出量（ t-

CO2e） 

209,900 195,677 193,086 174,867 

Scope1 および Scope2 における

温室効果ガス排出量削減率（%） 

（基準年度：2018年度） 

10.0% 16.1% 17.2% 25.0% 

 

2.2 SPTの設定 

本フレームワークに基づき実行するサステナビリティ・リンク・ファイナンス（SLB／SLL）においては、以下の

SPT を設定します。使用する SPT、SPT の判定日および適用される SPT の数値については、各ファイナンス実

行時の法定開示書類（債券の場合）または契約書類（ローンの場合）にて特定し、開示します。 

SPT 以下に整合する Scope1 および Scope2 における各年度の温室効果ガス排出量削減率

（2018年度比） 

• 2025年度までに▲39.4% 

• 2030年度までに▲68.0% 

なお、各年度の削減率は、SBT「1.5℃」基準の目標で要求される年間削減率を満たすニコン

の GHG排出量削減経路に沿ったものとします。 

 

  

                                                      
1 プライベートファンドや、清算に向けた諸手続き中の会社、M&A等によりニコングループ傘下に入ったばかりの会社等は除きます 
2 サステナビリティ・リンク・ファイナンスにおける KPI・SPTの基準年度は 2018年度としておりますが、2030年度における温室効果ガス排出量

（絶対量）の目標は、基準年度を 2013年度とした弊社公表目標と同一です 
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2.3 債券／ローンの特性 

SPT の達成状況により、本フレームワークに基づき実行するサステナビリティ・リンク・ファイナンスの債券／

ローンの特性は変動します。変動内容は、以下（1）「利率のステップ・アップ／ステップ・ダウン」、（2）「寄付」、ま

たは（3）「排出権もしくは証書の購入」を含みますが、具体的な内容は各ファイナンス実行時の法定開示書類（債

券の場合）または契約書類（ローンの場合）にて特定します。 

なお、サステナビリティ・リンク・ファイナンス実行後にニコンが SPTを変更しても、既に実行したサステナビリテ

ィ・リンク・ファイナンスの SPTは変更されません。ただし、KPIの測定方法、SPTの設定等、前提条件や KPIの

対象範囲に重要な影響を与える可能性のある事象（M&A 活動、規制等の制度面の大幅な変更、または異常事

象の発生等）が発生した場合には、既に実行したサステナビリティ・リンク・ファイナンスの SPT の数値を見直し

する可能性があります。見直しの内容については、ニコンウェブサイト上にて開示します。 

 

（1）利率のステップ・アップ／ステップ・ダウン 

ステップ・アップの場合 

判定日までに SPT が達成された旨の第三者検証済のレポーティングがなされなかった場合、判定日の後の

利払い時より償還／返済日まで、ファイナンス実行時に定める年率にて利率がステップ・アップします。 

 

ステップ・ダウンの場合 

判定日までに SPT が達成された旨の第三者検証済のレポーティングがなされた場合、判定日の後の利払い

時より償還／返済日まで、ファイナンス実行時に定める年率にて利率がステップ・ダウンします。 

 

（2）寄付 

判定日までに SPT が達成された旨の第三者検証済のレポーティングがなされなかった場合、償還／返済日

までに、上記法定開示書類等において定める割合に応じた額を適格寄付先に寄付を実施します。適格寄付先と

は、未達となった SPT の改善に関連する公益社団法人・公益財団法人・国際機関・自治体認定 NPO 法人・地

方自治体やそれに準ずる組織です。寄付金額および寄付先については、償還／返済日までに必要な決議を経

て決定します。 

 

（3）排出権もしくは証書の購入 

判定日までに SPT が達成された旨の第三者検証済のレポーティングがなされなかった場合、償還／返済日

までに、上記法定開示書類等において定める割合に応じた額の排出権（CO2 削減価値をクレジット化したもの）

もしくは証書（グリーン電力証書、非化石証書、I-REC等）を購入します。不可抗力事項等（取引制度の規制等の

変更等）が生じ、排出権もしくは証書の購入を選択できない場合は、適格寄付先への寄付を実施し、その名称・

金額をニコンウェブサイトにて公表します。 
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2.4 レポーティング 

ニコンは、以下の項目についてレポーティングを実施します。レポーティング対象期間は、レポーティング日の

属する会計年度の前会計年度です。レポーティング内容は、ニコンウェブサイト上に公表します。 

No. レポーティング内容 レポーティング時期 

1 KPIの実績値 サステナビリティ・リンク・ファイナンス

実行の翌年度を初回とし、判定日ま

で年次で開示 

2 SPTの達成状況 

3 KPI・SPTに関連する、ニコンの最新のサステナビリティ戦略

に関する情報 

4 SPT が未達で「寄付」をした場合は寄付額および寄付先、ま

たは、「排出権もしくは証書の購入」をした場合は排出権もし

くは証書の購入額、購入した排出権の名称等 

適時に開示 

 

2.5 検証 

ニコンは、判定日が到来するまで年次で、独立した第三者より KPIの SPTに対する達成状況について検証を

受ける予定です。検証結果は、ニコンウェブサイトにて開示します。  

 

（改定履歴） 

年月 内容 

2023年 9月 初版 

 


